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瀬戸市宅地開発等に関する指導要綱 

 

第１章 総則 

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、本市の総合計画に基づき良好な都市環境の形成に資するため、宅地開発等

に関する指導の基準を定め、もって、住みよい生活環境の確保と、安全で快適なまちづくりの

実現を図ることを目的とする。 

（定 義） 

第２条 瀬戸市宅地開発等に関する指導要綱（以下「要綱」という。）において次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）宅地開発等  次条第１項各号に掲げる事業をいう。 

（２）開発行為   都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「都計法」という。）第

４条第１２項に基づく土地の区画又は形質を変更する行為をいう。 

（３）事業区域   宅地開発等を行う土地の区域をいう。 

（４）公共施設   道路、公園、緑地、広場、上水道、下水道、河川、水路、雨水調整施設、

消防の用に供する貯水施設その他公共の用に供する施設をいう。 

（５）公益施設   教育施設、社会福祉施設、清掃施設その他居住者の共同の福祉又は利便

のために必要な施設をいう。 

（６）事業者    宅地開発等を行うものをいう。 

（７）共同住宅等  建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１項第２号に規定す

る特殊建築物のうち、共同住宅、寄宿舎、下宿その他これらに類する用途

に供する建築物をいう。 

（８）単身者住宅  共同住宅等のうち１戸の占有面積が２５平方メートル以下の建築物を

いう。 

（適用範囲） 

第３条  この要綱は、本市の区域内において行う次の各号に掲げる事業に適用する。 

（１）開発行為で、事業区域の面積が１，０００平方メートル以上の事業。ただし、公共施設

を伴わない自己用の開発行為を除く。 

（２）共同住宅等で計画戸数が１２戸以上の事業。 

（３）建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第２条第１項第６号の規定により算定
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された高さ１２メートル又は同条同項第７号の規定により算定された最高の軒の高さが１

０メートルを超える建築物（以下「中高層建築物」という。）を建築する事業。 

（別途協議） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次に掲げる宅地開発等については、この要綱を適用しない。 

（１）国、県、市その他瀬戸市宅地開発等技術基準（以下「技術基準」という。）１に定める

ものが行う宅地開発等 

（２）土地区画整理事業、市街地再開発事業及び住宅街区整備事業として行う宅地開発等 

（３）事業区域の面積が５ヘクタール以上の宅地開発等 

２ 前項の宅地開発等を行う者は、あらかじめ市長と別途協議するものとする。 

（適用除外） 

第５条 宅地開発等が完了した区域において新たに宅地開発等を行う場合は、既に完了した宅地

開発等の施行時において、この要綱若しくは前条の規定に基づく指導又は負担がされた部分に

ついては、適用しない。 

（事前協議等） 

第６条 事業者は、宅地開発等に係る関係法令に基づく申請手続き等を行う前に、市長に対し、

事前協議申請書（第１号様式）を提出し、この要綱に基づく事前協議を行わなければならない。 

２ 前項の事前協議申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）事業区域の位置図（縮尺５，０００分の１以上） 

（２）土地の公図の写し（事業区域を赤枠で囲み、当該事業区域及びその隣接地の土地所有者

の氏名を記入する。） 

（３）現況平面図（縮尺２５０分の１以上。等高線はじめ周囲の施設の状況等できるだけ詳細・ 

的確に表示する。） 

（４）造成計画平面図（縮尺２５０分の１以上。用途、区画面積、有効面積、駐車区画及び排

水路を表示する。） 

（５）主要な断面図（縦断面、横断面を表示する。） 

（６）建築物平面図、立面図（２面以上） 

（７）土地登記簿謄本 

（８）土地所有者の同意書（事業者と土地所有者が異なる場合に限る。）（第２号様式） 

（９）瀬戸市中高層建築物に関する指導要綱（平成３年施行）第８条に基づく関係図書（中高

層建築物を建築する場合に限る。） 

３ 市長は、第１項の申請書の提出を受けたときは、当該宅地開発等について審査し、その内容
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を指示事項通知書（第３号様式）により、事業者に通知するものとする。 

４ 市長は、事業者に正当な事由がなく、第１項に基づく協議を中断した日から１年を経過して

も事業者が協議を再開しない場合は、協議を打ち切ることができるものとする。 

（事前協議の変更等） 

第７条 事業者は、事前協議の内容を変更しようとする場合には、事前協議変更申請書（第４号

様式）を提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合には、前条の規定に準じ、必要な箇所を再協議するものと

する。 

（覚書の交換等） 

第８条 市長は、事業者がこの要綱に基づき協議を行ったもののうち、市長が必要と認めるもの

については、技術基準２に基づき事業者と覚書（第５号様式）を交換するものとする。 

２ 事業者は、覚書を交換した日以降に、事業内容を変更（市長が定める軽微な変更を除く。）し

ようとするときは、市長に対し協議を行わなければならない。 

３ 覚書は、当該宅地開発等が関係法令等に基づき不許可等になった場合は、無効とする。 

 

第２章 事業者の責務 

 

（隣接関係者への周知） 

第９条 事業者は、宅地開発等の事業計画の概要について、当該事業区域の隣接関係者に周知を

図らなければならない。 

（利害関係者の同意） 

第１０条 事業者のうち第３条第１号の事業を行うものは、技術基準３に定める利害関係者につ

いて、原則として全員の同意書を、次条の規定に基づく調整結果報告を行うときまでに提出し

なければならない。 

（調整結果の報告） 

第１１条 事業者は、第６条第３項の規定による指示事項通知があったときは、関係部署と調整

し、その内容を調整結果報告書（第６号様式）により報告しなければならない。 

（紛争の解決） 

第１２条 事業者は、宅地開発等の施行に伴う紛争が生じないように努めるものとし、紛争が生

じたときは、誠意をもって当該紛争の解決に当たらなければならない。 
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（安全確保等） 

第１３条 事業者は、宅地開発等を施行するときは、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）宅地開発等に着手する前に、あらかじめ予想される騒音、振動等の防止策について最善

の措置を講ずること。 

（２）宅地開発等の施行により影響を受ける区域における通園・通学児等及び通行車両の安全

の確保を図ること。 

（３）宅地開発等の工事現場付近には、防護さく、赤色灯、標識等を設置し、安全の確保を図

ること。 

（４）宅地開発等の施行場所には、その施行期間中、事業者の住所、氏名及び連絡先を記載し

た表示板を設置すること。 

（中高層建築物） 

第１４条 中高層建築物を建設しようとする事業者は、この要綱に定めるもののほか、瀬戸市中

高層建築物に関する指導要綱を遵守しなければならない。 

 

第３章 環境保全 

 

（建築協定等） 

第１５条 事業者のうち主として住宅地を目的とした開発行為等を施行するものは、建築基準法

に基づく建築協定の締結若しくは地区計画を定めるなど、土地利用の適正化と生活環境の保全

に努めなければならない。 

（緑地） 

第１６条 事業者は、事業区域内に緑地を設け、環境の保持及び緑化の推進に努めなければなら

ない。 

（防犯灯） 

第１７条 事業者は、事業区域内の安全確保のため防犯灯の設置に努めなければならない。 

（埋蔵文化財） 

第１８条 事業者は、周知の埋蔵文化財包蔵地又は地形から見て所蔵すると思われる土地におい

て宅地開発等を行おうとするときは、あらかじめ文化課と協議しなければならない。 

２ 事業者は、工事の施行中において、文化財を発見したときは、その現状を変更することなく、

直ちに、文化課にその旨を届出て、その指示を受けなければならない。 
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（農業用水の確保） 

第１９条 事業者は、宅地開発等により事業区域の周辺とその下流の農耕地及びため池の水利に

支障をきたさないよう、技術基準４により農業用水の確保に必要な措置をしなければならない。 

 

第４章 公共施設 

 

（都市計画施設等） 

第２０条 事業者は、事業区域内に都市計画決定又は市が新設若しくは改良計画を定めている道

路、公園、排水、その他の公共施設がある場合は、別途協議しなければならない。 

（道路） 

第２１条 事業者は、道路を新たに設置するときは、道路構造令（昭和４５年政令第３２０号）、

瀬戸市市道の構造の技術的基準を定める条例及び技術基準５により道路を設置し、又は整備し

なければならない。ただし、自己用の開発行為に係るものについては、この限りでない。 

２ 事業者は、市長が必要と認める道路施設及びその用地を本市に無償提供するものとする。 

（公園・緑地） 

第２２条 事業者のうち事業区域の面積が３，０００平方メートル以上の宅地開発等（住宅（店

舗等の併用を含む。）を建設するものに限る。）を行うものは、技術基準６により公園を設置し

なければならない。ただし、単身者住宅に係るものについては、緑地とすることができる。 

２ 公園施設及びその用地は、本市に無償提供するものとする。ただし、共同住宅の建設に係る

事業はこの限りでない。 

（上水道施設） 

第２３条 瀬戸市水道事業給水区域内において、給水装置の新設、増設、改造、修繕又は撤去の

工事（以下「給水装置工事」という。）をしようとする事業者は、市長の定めるところによりあ

らかじめ申込みを行い、その承認を受けなければならない。 

２ 事業者は、給水装置工事を市長の指定する業者に依頼し、あらかじめ工事の承認を受けさせ

なければならない。 

３ 事業者のうち、各階に水道メーターを設置する４階建以上の中高層建築物、検針業務に危険

を伴う建築物又は市長が必要と認める建築物を建設するものは、市長の指定する箇所に遠隔指

示式水道メーター及び集中検針盤等を設置しなければならない。なお、遠隔指示式メーターを

設置する事業者は、別に定める規定により援助を受けることができる。 

４ 事業者は、第１項に規定する申込み前に、給水装置工事の内容を水道課と協議することがで
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きる。なお、協議後においても第１項及び第２項の規定に基づく承認を得るまでは、給水装置

工事に着手することができない。 

（消防用水利施設等） 

第２４条 事業者は、消防のための防火水槽、消火栓、消防用活動空地等を、瀬戸市消防用水利 

施設等設置基準により設置しなければならない。ただし、自己用の専用住宅の建設については、

この限りでない。 

２ 防火水槽及びその用地並びに消火栓は、本市に無償提供するものとする。ただし、共同住宅

の防火水槽及びその用地はこの限りではない。 

（排水施設） 

第２５条 事業者は、事業区域内の排水を排水可能な公共の排水施設又は河川その他の公共の水

域まで排水施設を、技術基準７により設置しなければならない。 

２ 事業者は、市長が必要と認める排水施設及びその用地を本市に無償提供するもとする。 

（公共下水道） 

第２６条 事業者は、事業区域が下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第７号の排水区域

内に存するときは、し尿等を同条第３号の公共下水道に流入させるために必要な排水設備を設

置しなければならない。なお、当該事業区域が同法第４条第１項に基づく事業の認可区域内に

存するときは、別途協議するものとする。 

 

第５章 公益施設 

 

（保育園用地） 

第２７条 事業者は、居住用の計画戸数（以下「計画戸数」という。）が１，３００戸以上の場合

は、保育園用地の確保について市長と別途協議するものとする。 

（小・中学校用地） 

第２８条 前条の規定は、小学校及び中学校用地の確保について準用する。この場合において「１，

３００戸」とあるのは、小学校用地については「１，６００戸」と、中学校用地については「２，

７２７戸」と読み替えるものとする。 

（幼稚園等の設置の同意） 

第２９条 事業者は、第２８条（前条において準用する場合を含む。）の規定により確保した用地

において、私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規定する学校法人に、幼稚園、

小学校又は中学校を建設させようとするときは、市長と協議し、その同意を得なければならな
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い。 

２ 前項に規定する小学校又は中学校を建設し、又は建設を予定する場合における前条の規定の

適用については、市長が別に定める。 

（ごみ集積施設） 

第３０条 事業者のうち市長が指定するものは、技術基準８によりごみ集積施設を設置しなけれ

ばならない。 

２ ごみ集積施設及びその用地は、本市に無償提供するものとする。ただし、共同住宅等の建設

に係るごみ集積施設は、受益者が所有し、かつ、維持管理しなければならない。 

（駐車場） 

第３１条 事業者は、建築物の用途に応じて、技術基準９により駐車場を設置しなければならな

い。 

（管理人等） 

第３２条 事業者のうち計画戸数が３０戸以上の単身者住宅を建設するものは、技術基準１０に

定める管理人を置き、必要に応じて管理人室を設けなければならない。ただし、管理人に代わ

る機能を持った設備等がある場合は、この限りでない。 

 

第６章 工事及び検査等 

 

（改善又は中止の勧告） 

第３３条 市長は、宅地開発等の施行により、事業区域の周辺住民の生活環境等に重大な影響を

及ぼすと認めたときは、事業者に対し、工事の施行方法の改善又は中止を勧告することができ

る。 

（工事完了の届出） 

第３４条 事業者は、宅地開発等の工事が完了したときは、完了届（第７号様式）を市長に提出

しなければならない。 

（無償提供される施設及び土地の帰属等） 

第３５条 市長は、第８条の規定により覚書を交換した事業者から、前条の規定に基づく完了届

の提出があったときは、速やかに検査を行うものとする。 

２ この要綱に基づき本市に無償提供される施設又は土地は、都計法第３６条第３項の公告の日

の翌日をもって、本市に帰属（移管及び寄付行為を含む。以下同じ。）するものとする。 

３ 事業者は、前項の施設又は土地を本市に帰属するために必要な図面、登記書類等を第３４条
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の規定により完了届を提出する際、市長に提出しなければならない。 

（検査等） 

第３６条 市長は、前条第１項の規定による検査のほか、必要に応じて立入検査等を行うことが

できる。 

（くい等の設置） 

第３７条 事業者は、第３５条第２項の規定により本市に帰属する土地の境界には、市長が指定

するくい等を設置しなければならない。 

（かしの補修又は整備） 

第３８条 事業者が第３５条第２項の規定により本市に帰属した施設にかしがあったときは、そ

の帰属した日から起算して１年を経過する日まで、事業者の責任において補修又は整備しなけ

ればならない。なお、そのかしが事業者の故意又は重大な過失による場合は５年間とする。 

（帰属できない施設及び土地の管理等） 

第３９条 事業者は、この要綱に基づき受益者が所有し、かつ、維持管理する施設又は土地につ

いて、技術基準１１により適切な管理がされるよう努めなければならない。 

 

第７章 補則 

 

（要綱に従わない事業者に対する措置） 

第４０条 市長は、この要綱に基づく指導等に従わない事業者に対しては、必要により指導、勧

告又は当該事業者の氏名を公表する等の措置を講ずるものとする。 

（雑則） 

第４１条 宅地開発等の施行場所その他の状況により、この要綱に基づく指導等によりがたいも

の又はこの要綱に定めのない事項で特に指導すべきことが必要である事項については、別に市

長が定めるものとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

２ 瀬戸市宅地開発等に関する指導要綱（平成３年４月１日施行。以下「旧要綱」という。）は、

廃止する。 
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（経過措置） 

３ この要綱の施行の際、旧要綱の規定により既に協議済又は協議中の事項については、なお従

前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現に改正前の各要綱の規定に基づいて作成されている申請書その他の用 

紙は、改正後の各要綱の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。 
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第１号様式（要綱第６条関係） 

事 前 協 議 申 請 書 

  年  月  日 

瀬戸市長 殿 

住所 

事業者 

氏名                

ＴＥＬ 

 

 瀬戸市宅地開発等に関する指導要綱第６条第１項の規定により、次のとおり宅地開発等の協

議を申請します。 

宅地開発等の目的  

事業区域の所在地 瀬戸市 

事業区域面積 ㎡                 用途地域  

予定建築物用途  計画戸数  

建築物最高高さ ｍ 建築物階数 地上  階 地下  階 

事業着手予定年月日  事業完了予定年月  

土
地
現
況
地
目 

区分 宅  地 農  地 山  林 公 共 地 そ の 他 計 

面積㎡       

比率％      １００％ 

土
地
利
用
計
画 

区分 宅 地 

公   共   用   地 

その他 

（ ） 
計 

道路 排水路 消防 ごみ 公園 
そ の 他

（ ） 

面積㎡          

比率％         １００％ 

消防水利施設計画 （防火水槽）  基（消火栓）  基（消防活動空地）  箇所 

公園緑化計画 （公園）             （緑地） 

ごみ集積施設計画     箇所      ㎡ 駐車区画数       台 

管理人室等  分譲・賃貸の別  

備考  

設計者の住所・氏名 

連絡先等（電話） 

 

                 ＴＥＬ 
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第２号様式（要綱第６条関係） 

 

土地所有者の同意書 

 

     住所 

事業者 

     氏名             殿 

 

 

 

 

 

 

 

 

  私は、あなたが瀬戸市宅地開発等に関する指導要綱の規定に従い、私の所有する土地にお

いて宅地開発等の事業を行うことについて同意します。 

土地の所在及び地番 同意年月日 土地所有者の住所氏名及び印 

瀬戸市   ・  ・ 

住所 
 

 

             
氏名 

瀬戸市   ・  ・ 

住所 
 

 

             
氏名 

瀬戸市   ・  ・ 

住所 
 

 

             
氏名 

瀬戸市   ・  ・ 

住所 
 

 

             
氏名 

瀬戸市   ・  ・ 

住所 
 

 

             
氏名 

 



1-12 

第３号様式（要綱第６条関係） 

 

指示事項通知書 

 

第    号 

年  月  日 

 

              殿 

 

瀬戸市長            印 

 

 

    年  月  日付にて協議申請のありました下記の宅地開発等については、瀬戸市宅

地開発等に関する指導要綱第６条第３項の規定により指示事項を通知しますので、速やかに調

整し合意を得るよう措置を講じてください。なお、同条第４項の規定により１年以上の協議中

断があった場合は、事前協議を打ち切ることがあります。 

 

記 

 

１ 宅地開発等の目的 

 

２ 事業区域の所在地   瀬戸市 

 

３ 事業区域の面積             ㎡ 

 

４ 指 示 事 項   別紙のとおり 
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別 紙 

番号 内      容 備 考 
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第４号様式（要綱第７条関係） 

 

事前協議変更申請書 

 

年  月  日 

 

瀬戸市長  殿 

 

住所 

事業者 

氏名             

 

 

 瀬戸市宅地開発等に関する指導要綱第７条第１項の規定により、下記のとおり宅地開発等の

内容の変更協議を申請します。 

 

記 

 

１ 宅地開発等の目的 

 

２ 事業区域の所在地  瀬戸市 

 

３ 事業区域の面積          ㎡ 

 

４ 覚書交換年月日      年  月  日 

 

５ 変更の理由 

 

 

６ 変更内容 
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第５号様式（要綱第８条関係） 

 

覚        書 

 

  

瀬戸市（以下「甲」という。）と           （以下「乙」と

いう。）との間において、宅地開発等についての協議が整ったので、瀬戸市

宅地開発等に関する指導要綱（以下「指導要綱」という。）第８条第１項の

規定により、次のとおり覚書を交換する。 

 

（対象事業） 

第１条 この覚書の対象となる事業は、次に掲げるとおりとする。 

（１）宅地開発等の目的 

（２）事業区域の所在地   瀬戸市 

（３）事業区域の面積           平方メートル 

（４）施行期間        年  月から   年  月まで 

 

  （負担等） 

第２条 乙が、指導要綱に基づき設置又は整備するもので、甲に無償提供す

るものは、次の表のとおりとする。 

 

区   分 内     容 

公
共

・
公
益
施
設 

道 路               ㎡ 

公 園       箇所（     ㎡） 

上 水 道 施 設  

消 防 施 設  防火水槽  基（   ㎡） 消火栓  基 

排 水 施 設  
              

（     ㎡） 

ごみ集積施設 

可 燃 
箇 所

（    ㎡） 

不 燃 
箇 所

（    ㎡） 

その他の施設  
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（事業の施行） 

第３条 乙は、指導要綱を誠実に遵守し、甲乙ともに合意した内容で第１条

の事業を施行するものとする。 

（事業の施行期限） 

第４条 乙は、この覚書を交換した日から起算して５年以内に、第１条の事

業を完了するものとする。 

 

（再協議） 

第５条 乙は、やむを得ない理由により第１条の事業の内容を変更すると

き、又は前条の期間内において当該事業が完了しないときは、甲と

協議するものとする。 

 

（覚書の無効） 

第６条 この覚書は、第１条の事業が関係法令等に基づく不許可になった場

合は、無効とする。 

 

  この覚書の証として、本書２通を作成し、甲・乙それぞれ１通を保管す

る。 

 

 

       年   月   日 

 

 

              甲 瀬戸市追分町６４番地の１ 

                瀬 戸 市 

                瀬戸市長            印 

 

 

乙 住所 

                氏名              印 
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第６号様式（要綱第１１条関係） 

 

調 整 結 果 報 告 書 

 

   年  月  日  

 

 瀬戸市長 殿 

 

 

住所 

事業者 

氏名           

 

 

 

   年  月  日付け     第   号にて通知のありました指

示事項については、瀬戸市宅地開発等に関する指導要綱第１１条の規定によ

り、下記のとおり関係部署と調整しましたので報告します。 

 

 

記 

 

１ 宅地開発等の目的 

 

２ 事業区域の所在地   瀬戸市  

 

３ 事業区域の面積              平方メートル 

 

４ 調 整 事 項    別紙のとおり 
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別紙 

 

番号 

 

関係部署 

 

調 整 内 容 

 

 

備考 
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第７号様式（要綱第３４条関係） 

 

完   了   届 

  年  月  日  

  瀬戸市長 殿 

住所 

事業者 

氏名           

 

瀬戸市宅地開発等に関する指導要綱第３４条の規定により、宅地開発等が次のと

おり完了しましたので届け出ます。 

 なお、検査の結果、同要綱に適合していると認められたときは、市に無償提供す

る施設及び土地を引き渡します。 

 

宅地開発等の目的  

事業区域の所在地   瀬戸市 

事業区域の面積   

完 了 年 月 日           年    月    日 

  上記の宅地開発等において設置した施設及び土地の明細等 

道 路 有・無                 ㎡ 

公 園 有・無         箇所（     ㎡） 

上 水 道 施 設 有・無  

消 防 施 設  有・無 防火水槽  基（   ㎡） 消火栓  基 

排 水 施 設  有・無        （   ㎡） 

ご み 集 積 施 設  有・無      箇所（   ㎡） 

集 会 施 設  有・無 施設（     ㎡） 敷地（     ㎡） 

駐 車 場 有・無 敷地内    台  敷地外    台 

管 理 人 室 等 有・無  

そ の 他 の 施 設  有・無  

備 考 
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2-2



2-3



2-4



2-5

500 1000

50

1000 3000

50

3000 50

5.0 5.0 6.0

50 50 ( )

35 6.0



2-6



2-7

( )

( ) ( )
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3,000

10,000

3

120

10,000

20,000

3

2 300

1

20,000

50,000

3

2 300

1

50,000

3

2 1,000

1 1 300
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1



2-10

a

b

c

d

e



2-11



2-12

120

300

300

1,000

1,000

2,500

2,500

31 79



2-13



2-14



2-15

20

30
0.3

30

50
0.15 30 9

50 0.15 50 12

10

30
0.3

30 0.3
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2-17



2-18

TEL

TEL
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3-1



 3-2



 

 

3-3



 

 

3-4



3-5



3-6



3-7



3-8



    

 

 

 

3-9



    

 

 

3-10



    

 

 

3-11



    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3-12



    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-13



    

 

 

3-14



    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-15
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４ 瀬戸市中高層建築物に関する指導要綱 

 

 

 

 

令和 ３年 ４月 １日施行 
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瀬戸市中高層建築物に関する指導要綱 

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、本市における中高層建築物の建築にあたり、建築主と地域住民との紛争を

未然に防止し、もって良好な居住環境の保全に資することを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 この要綱は、本市の区域内において行う宅地開発等のうち、建築基準法施行令（昭和２

５年政令第３３８号）第２条第１項第６号の規定により算定された高さが１２メートル又は同

条同項第７号の規定により算定された最高の軒高が１０メートルを超える建築物（以下「適用

建築物」という。）を建築する場合に適用する。 

（日影対策） 

第３条 建築主は、適用建築物を建築しようとするときは、当該区域の周辺建築物に対して、日

影時間を少なくするよう十分配慮して、紛争を生じないよう努めるものとする。 

（電波障害） 

第４条 建築主は、適用建築物の建築によって電波障害が生じることとなるときは、障害を受け

ることとなる関係者と事前に協議し、当該電波障害を解消するために必要な設備等を設け、か

つ、その維持管理について必要な措置を講ずるものとする。 

（標識の設置） 

第５条 適用建築物の確認を受けようとする者は、あらかじめ近隣居住者に建築計画の内容を周

知させるため、その敷地内の見やすい場所に標識（第 1 号様式）を設置するものとする。 

（近隣説明の実施） 

第６条 建築主は、次に定めるものに対し、建築計画の内容並びに適用建築物の近隣に及ぼす影

響及び工事に伴う騒音、振動等の対策について図面その他により説明し、後日紛争を生じない

ようにしなければならない。 

（１）第８条の規定により作成した日影図で２時間以上の影の影響を受ける居住者 

（２）テレビ電波の障害を受けると想定される地域の町内会長等 

（３）事業区域の属する地域の町内会長等 

２ 建築主は、必要に応じて説明会を開催する等の措置を講ずるものとする。 
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（自主解決） 

第７条 中高層建築物の建築に関し紛争が生じた場合は、建築主及び当該関係者は、その原因と

なった事項につき双方誠意をもって自主的に解決するよう努めるものとする。 

（図書等の提出） 

第８条 建築主は、瀬戸市宅地開発等に関する指導要綱（平成３年４月施行）第６条に規定する

事前協議申請書に、次の図書等を添えて市長に提出するものとする。 

（１）各階平面図 

（２）立面図 

（３）給・排水計画図 

（４）日影図 

     縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における建築物の位置、建築物の各部分の平均地盤

面からの高さ、日影を生じさせる敷地の高低差、冬至日の真太陽時による午前８時から午

後４時までの各時刻の平均地盤面に生じさせる日影の形状、及び日影となる建築物の居住

者又は土地の所有者等を明示した図面 

（５）標識の設置を証するための写真等 

（６）説明会等の結果報告書（第２号様式） 

   近隣者への個別説明結果等を記載した書類及び説明会の開催日時、出席した者の住所

及び氏名、主な質疑応答等を記載した書類並びに当該説明会等において使用した図書 

（７）電波障害調査結果報告書 

（８）誓約書（第３号様式） 

  紛争が生じたときは、建築主等において責任をもって解決する旨の誓約書 

 

 附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

 この要綱の施行の際、瀬戸市宅地開発等に関する指導要綱（平成３年４月１日施行）の規定に

より既に協議済又は協議中の事項については、なお従前の例による。 
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附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現に改正前の各要綱の規定に基づいて作成されている申請書その他の用 

紙は、改正後の各要綱の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。 
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第１号様式（要綱第５条関係） 

 

           ９０センチメートル以上 

予定建築物概要 

敷地の所在・地番等 瀬戸市 

敷地面積 ㎡ 

建築面積（延べ面積） ㎡（延べ       ㎡） 

建築物の用途・構造 造 

 

建築物の規模 

 

地上  階 

階数             （高さ     ｍ） 

地下  階 

建築主の住所･氏名 （電話      ） 

建築計画の問合せ先 （電話      ） 

標識の設置年月日 年   月   日 

この標識は、瀬戸市中高層建築物に関する指導要綱第 5 条に基づき近隣居住者

へ建築計画の周知をはかるため設置したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

地盤面 

９０

セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上 

60

セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上 
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第２号様式（要綱第８条関係） 

説明会等の結果報告書 

年   月   日 

 瀬戸市長 殿 

                   住所 

               建築主 

                   氏名            

 

 瀬戸市中高層建築物に関する指導要綱第 8 条の規定により、次のとおり報告

します。 

 

敷地の所在地番  

用 途 地 域  

主 要 用 途  

分譲・賃貸の別  

階     数     地上     階   地下     階 

住 戸 数            戸 

駐 車 区 画 数    敷地内     台  敷地外     台 

構     造              造 

敷 地 面 積  

建 築 面 積  

建築延べ面積  

最 高 の 高 さ  

軒 の 高 さ  

設計者住所氏名                   ℡ 

備考 
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（裏） 

 

指導要綱第 6 条に基づく近隣居住者への説明は、別添説明内容のとおり行いま

した。 

 

                 住所 

           説明責任者 

                 氏名                

 

 

説明会 

 

第 開催日時     年  月  日  時  分 ～   時  分 

 開催場所  

回 出 席 者           名 

第 開催日時     年  月  日  時  分 ～   時  分 

 開催場所  

回 出 席 者           名 

第 開催日時     年  月  日  時  分 ～   時  分 

 開催場所  

回 出 席 者           名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意）説明会の出席者の住所氏名及び内容は、別紙によること。 
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説明事項 

建築物の概要・工法等 

【 建築物の概要書・配置図・平面図・立面図・工程表・基礎埋方工法 】 

等を 【 配布・提示 】し説明しました。 

 

日影関係 

【 地盤面日影図・近隣関係者の建築物地盤面日影図 】等を 

【 配布・提示 】し説明しました。 

 

電波障害関係 

【 事前調査・各戸別の対策・共同受信施設の設置・維持管理法方法 】 

等について説明しました。 

 

工事公害関係 

【 危害防止・損害補償・工事関係車両の通行と駐車対策・工事説明会の開催 】 

等について説明しました。 

 

その他 

  １ 駐車対策について 

 

 

  ２ 管理について 

 

 

  ３ プライバシー保護について 

 

 

  ４ その他予想される事項について 

 

 

（注意）【 】内の事項を○で囲み、余白に具体的内容を記入する。 
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個別説明 

個  別  説  明 標識設置年

月日 

年  月  日 

区 

 

分 

 

説明対象者の住所氏名 

 

年月日 

 

要望事項及び回答内容 

 

 

 

 

 

 . . 

. . 

. . 

 

 

 

 

 

 

 

 

. . 

 . . 

. . 

 

 

 

 

 

 

 

 

 . . 

. . 

. . 

 

 

 

 

 

 

 

 

 . . 

. . 

. . 

 

 

 

 

 

 

 

 

. . 

 . . 

. . 

 

 

 

 

「説明対象者」欄が不足する場合は、別紙を追加すること。 
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第３号様式（要綱第８条関係） 

 

 

誓 約 書 

 

   年   月   日 

 

瀬戸市長 殿 

 

 

              建築主 住所   

                  氏名             

              設計者 住所 

                  氏名             

 

 

 

 

 今般瀬戸市                  に建設を計画している建築物

については、瀬戸市中高層建築物に関する指導要綱に基づき、近隣住民との間に紛争

が生じないよう努めるとともに、万一問題が生じたときは、誠意をもって交渉に当た

り、責任をもって解決することを誓約いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


